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１ 経済情勢 ..... . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .
　1997年のアジア通貨危機により悪化した経済は、政府

の積極的経済政策により持ち直した。

　2004年以降、原油価格の高騰や津波・干ばつ等により

景気が減速したが、2006年から、内需は弱かったものの、

輸出の大幅な伸びにより、景気が緩やかに回復した。

　2008年は非常事態宣言の発出や長期化する内政の混

乱に加えて、世界金融危機の影響から景気悪化が鮮明と

なり、第４四半期の実質GDP成長率はマイナスに転じ

た。

　その後、海外の輸出市場の景気回復に伴い、2010年以

降実質GDP成長率はプラスに転じ、2010年第１四半期は

対前年同期比プラス12.0%と高い伸びを示したが、その

後、成長率は縮小を続けている。

〈表3-10-1〉タイの実質GDP成長率
（%）

年 2006 2007 2008 2009
2010 2011

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3
実質GDP成長率 5.1 5.0 2.5 -2.3 7.8 12.0 9.2 6.6 3.8 3.2 2.7 3.5
資料出所：内閣府経済財政分析統括官付海外担当「月例海外経済データ」
注：各四半期の値は対前年同期比。

２ 雇用・失業対策 ..... . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .
（1） 雇用・失業情勢

　失業率は、1997年までは低水準で推移したが、アジア

通貨危機に伴う企業倒産の増加等により1998年は失業

率4.4％（失業者数142万人）と、1997年の1.5％（同50

万人）から2.9％ポイント上昇した。その後農村部への吸

収、輸出関連産業を中心とした求人増加等を背景に2000

年以降は順調に低下を続け、2007年の失業率は1.38％

（同52万人）まで低下した。2008年の世界金融危機の影

響を受けて、タイでも景気が急速に悪化したが、景気回

復に伴い雇用情勢は急速に回復しており、2011年第３四

半期の失業率は0.7%となっている。ただし、タイでは農

業などのインフォーマルセクター（2010年平均で就業者

の38.2%が農業・狩猟・林業、漁業に従事している）が

失業者を吸収していること等に留意する必要がある。

　なお、企業による求人活動は、ジョブセンター 1）にお

ける求人、民間の職業紹介機関の利用、新聞その他メ

ディアを通じた求人及び企業による張り紙広告などが

一般的である。

（2） 雇用・失業対策

　政府は、労働者の再就職を支援するため全国に86か所

（2011年１月現在）のジョブセンターを設け、職業紹介、

職業相談等を実施している。また、労働力年齢にある

人々が仕事を持つことを推進し、15～25歳の若年者が学

生のうちからパートタイムの仕事に参加するなどして

労働市場に参加する前に能力を高めておくことを推進

している。

　低学歴の労働者は減少しつつあるものの、依然として

小学校中退者が1,080万人、無就学が114万人（2010年平

均）と全体の31％を占め、特に、地方を中心に若年者の

学歴が低く、労働力の質が高くないという問題に対処す

るため、就職前及び就職後に職業能力を高めるプログラ

ムを導入している。主なプログラムは次のとおりである。

（参考）　１バーツ＝2.53円（2011年期中平均）タ　イ

〈表3-10-2〉タイの雇用・失業等の動向
（千人、%）

年 2006 2007 2008 2009
2010 2011

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3
労 働 力 人 口 36,429 36,942 37,700 38,427 38,643 38,149 38,384 39,093 38,948 38,257 38,499 39,623
就 業 者 数 35,686 36,249 37,017 37,706 38,037 37,434 37,515 38,692 38,509 37,647 38,024 39,317
失 業 者 数 552 508 522 572 402 432 506 341 330 318 231 262
失 業 率 1.5 1.4 1.4 1.5 1.0 1.1 1.3 0.9 0.8 0.8 0.6 0.7
資料出所：タイ国家統計局“Report of Labour Force Survey”
注１：年値は各四半期数値の平均。
注２：労働力人口には就業者、失業者の他、非活動季節労働者を含む。

■１）労働省に属する機関で、日本のハローワークにあたる。
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 ａ 休暇労働プログラム

　タイ労働省は、2003年から教育省と連携して、大学や

その他の学校の生徒が、将来の就職に備え、学校の休暇

中や就学時間外に労働するプログラムを実施している。

 ｂ 職業訓練プログラム

　公的職業訓練機関を通じて、若年者に対する職業訓練

が実施されている。また、学生の実践力の向上及び若年

労働者における雇用のミスマッチの解消を目指し、1995

年からドイツの協力を得てデュアル・システムを導入し

ている。デュアル・システムは、１週間のうち１～２日

間又は１学期間のうち数週間を学校教育に充て、他の時

間を企業における実務経験に充てるものである。

（3） 高齢者雇用対策

　高齢者に対しては、ジョブサービスセンターにおいて

就職支援を行うほか、民間企業と連携した面接会の実施

や遠隔地の巡回相談などを行っている。

　また、高齢者の雇用確保のため、一部のジョブサービ

スセンターにおいて55歳以上の者を雇用し、失業者の相

談等に活用している。

（4） 失業保険制度

　失業保険制度は2004年１月から開始されたところで

ある。社会保障基金のうち、失業保険に相当する保険料

の賃金額に対する負担率は、政府0.25％、労使がそれぞ

れ0.5％である。支給には180日以上の保険料納入が要

件。非自発的失業の場合には算定賃金の50％が180日間、

自発的失業の場合には30％が90日間支給される。2010年

１月の失業保険受給者は89,965人である。2008年の世界

金融危機への対策として、2009年１月離職より非自発的

失業者に対する失業給付が240日間に延長されている。

（5）職業能力開発対策

 ａ 職業訓練

　職業訓練施設として、県レベルの技能開発施設が64か

所、広域レベルの技能開発施設が12か所設置されてお

り、タイ労働省技能開発局の下で運営されている。広域

レベルの技能開発施設は比較的ハイレベルな職業訓練

を行うとともに、県レベルの技能開発施設への指導員の

派遣、カリキュラム設定等に関する支援を行っている。

　職業訓練には雇用前訓練、アップグレード訓練、再訓

練の３つのカテゴリーがある。雇用前訓練は主に学卒者

を対象とした基礎的な訓練であり、県レベルの技能開発

施設における２か月程度の訓練と企業における４か月

以内の実習訓練を組み合わせて実施している。アップグ

レード訓練は中小企業等から派遣された在職者向けの

訓練であり、主として広域レベルの技能開発施設で企業

が休みである日曜日を中心に提供されている。再訓練は

失業者や職種転換を図る者を対象とした訓練であり、広

域、県レベルどちらの技能開発施設においても提供して

いる。

　2008年の世界金融危機対策として訓練期間中に一日

160バーツの生活手当を支給する失業者、学卒未就職者、

失業の可能性がある在職者に対する職業訓練プログラ

ムを実施してきたが、2009年末に雇用状況の改善により

終了した。

 ｂ 技能評価制度

　タイにおいては３段階の技能評価制度が190職種につ

いて設定されている。日本の協力等を得てスキルスタン

ダードの設定と技能評価制度の整備を進めている。特に

現在は自動車産業に必要な各種職種のスキルスタン

ダードについて、日系企業や日本人商工会議所等とプロ

ジェクトを作り、整備を進めている。

 ｃ 技能開発基金

　2002年に技能開発促進法を制定し、従業員を100人以

上雇用する企業が、その従業員に一定の職業訓練を行わ

ない場合に一定額の拠出金の納付を義務づけることに

より、技能開発基金を設けている。この基金により、技

能開発局では労働者の職業訓練費用の貸付などを実施

している。

（6） 外国人労働者対策

　タイにおいて外国人が労働するためには、就労査証に

よる入国後、入国管理局から就労のための滞在許可を得

た上で、労働省から労働許可を受けなければならない。

タイ国内の外国労働者（永住者や不法入国後の特別登録

者等を除く。）は2009年現在で289,094人であり、国籍別
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には、カンボジア54,476人、ラオス50,193人、日本28,941

人となっている。2007年までは日本がトップであった

が、周辺諸国からの不法就労者の合法化政策により、

2009年はカンボジアが第１位を占めている。タイ政府

は、投資奨励政策に基づきタイで働く外国人の便宜を図

るため、BOI2）内にワンストップサービスセンターを置

き、入国管理局と労働省の職員を配置している。

　また、タイには、各国から不法入国した外国人が数多

く就労している。タイ経済においては外国人労働者の労

働力が不可欠であるものの、国境を接するミャンマー、

ラオス、カンボジアからの不法就労者が最も多いとされ

ており、近隣諸国からの不法就労外国人労働者の管理が

課題となっていることから、2007年12月に外国人労働法

が改正され、2008年２月に施行された。改正内容は、従

前「不法就労」とされていた近隣諸国からの労働者につ

いて、国籍確認を行った上で最大２年間の労働許可証の

発給を認める、外国人労働者を自国に送還するための基

金の設置や外国人労働者が労働許可証の発給等につい

て不服を申し立てることのできる不服審査委員会の設

置を主な内容としている。この法改正を踏まえ、ミャン

マー、カンボジア、ラオスの周辺３国からの労働者につ

いて、2010年２月までに国籍確認を行った上で労働許可

を発行すると発表し、周辺３国からの労働者について国

籍確認の申請を行うよう求めた。しかし、申請者約130

万人について期限内に国籍確認・暫定パスポート発給は

困難なため、申請者には２年間暫定労働許可の延長が認

められた。今後、国籍確認の申請を行った者については

送り出し国政府が国籍確認を行った上で暫定パスポー

トを発行し、これを踏まえタイ政府が労働許可を発行す

ることになる。他方、申請を行わなかった者は不法滞在

者となり、強制送還の可能性があることから、立場的に

は弱くなり、より劣悪な労働条件に置かれる可能性も指

摘されている。（なお、2010年１年間で932,255人の周辺

３国の労働者が労働許可を取得している。）

　さらに、周辺３国からは、新規に受け入れる労働者に

関しては、国籍確認、暫定パスポートの発給を経て、労

働許可を発行することにより、タイ国内の労働需要を勘

案して必要数を受け入れることを原則とする方針であ

る。

（7） 海外労働者対策

　タイにおいて、タイ人の海外就労は、求職者に対する

国内での就業支援と並び雇用対策として期待されてい

る。

　海外への労働者送出しについては、次のとおりに大別

できる。

 ① 労働省雇用局によるあっせん3）

 ② 民間の職業紹介機関（全国で約220機関が許可を受

けている）を通じるもの

 ③ 労働者自身が海外の就労先に申し込むもの

 ④ タイに所在する企業が海外の関連会社等に従業員

を派遣するもの

　政府は、2003年９月から、海外で就労するためにそれ

まで必要であった複雑な手続を１か所で手続できる海

外就労ワンストップセンターを設置し、海外就労の促進

に努めている。おもな就労先は、台湾（40,927人、2010

年（以下同様））、シンガポール（12,719人）、韓国（8,595

人）、アラブ首長国連邦（8,308人）などである。

３ 労働条件対策 ..... . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .
　タイにおいては、長年にわたり立法府により制定され

た法律によらずに労働者保護が規定されていたが、1998

年に労働者保護法及び関係労働省令が制定されている。

また、2007年末には、民主化直前の暫定政権下の国家立

法議会において下請け労働者の不公平な雇用を是正す

るため、同法の改正が行われている。

（1） 賃金及び労働時間の動向

 ａ 賃金

（a） 賃金の動向

　国家統計局の統計によれば、タイの非農業部門の労働

者の賃金は2010年第３四半期において平均月10,287

バーツ（約26,026円）となっている。アジア通貨危機後の

1998年に下落してからは毎年上昇していたが、2008年に

■２）投資政策の策定、投資案件の認可や恩典の付与を担うタイ工業省傘下の投資誘致機関。
■３）タイ海外雇用センター（Thailand Overseas Employment Association：TOEA）という組織が労働省雇用局に設けられている。
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企業1,317社の現地従業員の初任給及び賃金は、次の表の

とおりであった（回答企業は458社、回答率34.8%）。

退の後、2010年は3.6％、2011年第３四半期は6.3％の上

昇となった。

（b） 日系企業における賃金の動向

　盤
バン

谷
コク

日本人商工会議所が会員企業に対して行った「賃

金労務実態調査」によると、2011年４月１日現在、日系

消費者物価上昇率が5.5％と約10年ぶりの高水準となり、

賃金上昇率は9.9％上昇した。2008年後半からの景気後

〈表3-10-3〉タイの賃金・消費者物価の推移
（バーツ、%)

年 2006 2007 2008 2009
2010 2011

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3
平均月額賃金（非農業部門） 8,669 8,870 9,749 9,719 10,069 9,588 9,760 10,395 10,534 10,199 10,287 11,048

同上昇率 5.4 2.3 9.9 -0.3 3.6 -2.5 4.4 5.3 7.3 6.4 5.4 6.3
消費者物価上昇率 4.6 2.2 5.5 -0.8 3.3 3.7 3.2 3.3 2.9 3.0 4.1 4.1

資料出所：平均月額賃金はタイ国家統計局“Report of Labour Force Survey”。
　　　　　同上昇率は海外情報室にて算出。
　　　　　消費者物価指数は内閣府経済財政分析統括官海外担当「月例海外経済データ」。
注１：賃金データの年値は各四半期の平均の数値。
注２：各上昇率は対前年同期比。

〈表3-10-4〉日系企業学歴・職種別初任給
（バーツ）

業　種
学歴／職種 製造業 非製造業

 MS6 高卒ワーカー 7,275 ─
 TC3 職　高
  事務職 7,800 ─
  技術職 7,850 ─
  ワーカー 7,400 ─
 TC5 技短4）卒
  事務職 9,000 ─
  技術職 9,225 ─
  営　業 ─ 9,500
  その他 ─ 10,615
 U 大　卒
  事務職 12,150 ─
  技術職 15,800 ─
  営　業 ─ 13,000
  その他 ─ 16,750
 M 院　卒
  事務職 17,650 ─
  技術職 20,000 ─
  営　業 ─ 20,000
  その他 ─ 19,750
資料出所：盤谷日本人商工会議所「2011年賃金労務実態調査報告書」
注：各区分の数値は中央値を記載している。

〈表3-10-5〉日系企業職種別在籍者賃金（35歳）
（バーツ）

業種／職種

技
短
卒

製 造 業 事 務 15,370
製 造 業 技 術 17,000
非 製造業営業 17,800
非製造業その他 17,380

大　

卒

製 造 業 事 務 23,412
製 造 業 技 術 27,000
非 製造業営業 30,000
非製造業その他 35,000

院　

卒

製 造 業 事 務 47,080
製 造 業 技 術 50,000
非 製造業営業 42,500
非製造業その他 54,000

■４）表中にある「技短」とは職業技術短大のことである。一般の高校を卒業後18歳で入る。修業年限は２年間である。
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り、他の県では地域別最低賃金が一律40％引き上げられ

ることとなっている。

（3） 労働時間制度

　所定労働時間は原則として１日８時間、週48時間以内

（但し労働者の健康及び安全にとって有害な労働に対し

ては１日最大７時間、週42時間以内、技能又は専門知識

業務・経営管理業務・事務等は１日の制限はない）で、

各事業所で定めることとされており、時間外、休日労働

は緊急の場合を除き、週当たり36時間を超えてはならな

い。（ホテルや飲食業などの休日労働は36時間の規定の

対象外。）

　また、時間外労働については、超過した時間につき所

定労働時間の賃金単価の５割増以上の時間外手当を払

わなければならない。また、年間13日以上の伝統的な祝

日（宗教に基づくものを含む）を設けなければならない。

これらの祝日が休日と重なるときは、労働日に振り替え

る。１年以上勤続した者は、年間６日以上の有給休暇を

取得することができる。

　休日労働については、所定労働日の賃金の２倍以上を

支払わなければならない。休日に労働日の所定労働時間

を超えて労働者を使用したときには、超過した時間につ

き所定労働時間の賃金単位の３倍以上を支払わなけれ

ばならない。

　なお、一定の管理職については、時間外労働手当等の

支給対象から除外されている。

 ｃ 労働災害

　タイにおける労働災害の被災者数は、近年減少傾向に

ある。

〈表3-10-7〉タイの労働災害の被災者数
（人）

年 2006 2007 2008
合　計 204,257 198,652 176,502
うち死亡者数 808 741 613
うち重度障害 21 16 15
うち部分障害 3,413 3,259 3,096

資料出所：労働省社会保障事務局労働者災害補償基金事務室

（2） 最低賃金制度

　労働者保護法に基づき、地域別最低賃金が定められ

る。

　最低賃金は、内閣の任命する政労使各５人の委員から

なる賃金委員会の審議により定められるが、審議は、各

県の賃金委員会からの意見具申をもとに行われる。近年

は地域の実情に応じた水準を定めようとの気運が高

まっており、県別最低賃金は年々細分化される傾向にあ

る。

　現在の最低賃金は2011年１月１日に改定されたもの

で、プーケット県の221バーツ（約559円）／日を最高に最

低159バーツ（約402円）／日まで細分化されている。改定

は通常年１回１月であるが、次回の引き上げは、洪水の

影響により、2012年４月から実施される。

　４月から実施される引き上げにより、バンコク都、

プーケット県、サムットプラカーン県、サムットサコン

県、パトゥムタニ県、ナコンパトム県及びノンタブリ県

において、地域別最低賃金が300バーツ（759円）／日とな

 b 労働時間

　タイの労働者の７割程度は週40時間以上働いており、

週50時間以上働いている者も35%前後で推移している。

〈表3-10-6〉タイの週労働時間階級別従業員の割合
（%）

年 2006 2007 2008 2009
2010 2011

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3
合　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
0時間 1.9 1.7 1.4 1.5 1.6 1.8 2.2 0.6 1.7 1.7 1.5 0.5

1 ～ 9時間 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 0.9 0.8 0.6 0.9 0.7 0.7 0.5
10 ～ 19時間 3.3 3.4 3.2 3.4 3.2 3.6 3.1 2.7 3.3 2.7 2.7 2.5
20 ～ 29時間 8.0 8.0 7.6 7.5 7.8 10.0 7.6 6.8 6.7 7.8 6.8 6.5
30 ～ 34時間 4.4 4.7 4.6 4.8 4.8 5.8 4.8 4.4 4.3 5.4 4.5 4.5
35 ～ 39時間 9.7 9.4 10.2 9.8 9.8 9.7 9.8 10.1 9.8 9.9 9.7 10.4
40 ～ 49時間 36.5 36.8 37.3 37.0 36.6 35.5 36.6 37.4 36.8 37.8 38.6 39.8
50時間以上 35.4 35.1 35.0 35.0 35.4 32.7 35.1 37.4 36.5 33.9 35.6 35.3

資料出所：タイ国家統計局“Report of Labour Force Survey”を基に海外情報室にて算出。
注：年値は各四半期の平均値を用いている。
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目的として、1973年に労働者災害保障基金が設立され

た。現在は、1994年労働者災害補償法に基づき、労働省

社会保障事務局が基金を運営している。2002年４月以

降、従業員規模によらず、すべての事業所が適用対象と

なった。

　財源は使用者の保険料であり、労働災害の発生状況に

応じて業種ごとに定められた料率によることとされて

いる（現在は賃金の0.2～1.0％で、上限は５％）。

（7） その他

　2007年末の労働保護法の改正により、直接雇用労働者

と同様の職務を行う派遣労働者を直接雇用労働者と公

正かつ差別なく取扱うことが義務付けられた。

　また、事業主の責めに帰すべき事由の場合に支払われ

る休業手当が50％から75％に引き上げられている（2008

年５月28日施行）。

４ 労使関係施策 ..... . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .
（1） 労使団体

 ａ 労働組合員数及び組織率

　民間企業の労働者数が概ね1,300万人であるのに対し、

その組合員数は2009年34万２千人となっており、組織率

は２％程度である。

 ｂ 労働者団体

　労働組合を設立するためには、1975年労使関係法の規

定に基づき、同一使用者又は同一産業に従事しているタ

イ国籍を有する10人以上の労働者が発起人となって、労

働省労働保護福祉局に対して労働組合規約案を付して

登録申請を行い、登録審査を受ける必要がある。これに

より、当該組織は法人格を取得するとともに、労使関係

法において労働組合として取り扱われることとなる。

　また、同法の規定に基づき、同一使用者又は同一産業

を基盤とする２以上の労働組合（国営企業に係るものを

除く。）は、労働組合連盟を結成することが認められて

いる。さらに、15以上の労働組合又は労働組合連盟は、

労働組合協議会、いわゆるナショナルセンターを設立す

（4） 解雇規制

　労働組合役員である労働者の解雇についての特別規

制、妊娠を理由とした解雇の禁止規定等がある。

　労働者保護法により、期間の定めのない雇用契約につ

いては、ひとつの賃金支払い期間が始まる時までに書面

で予告することにより、次の賃金支払い期間で解除する

ことができる。ただし、事業主都合による解雇（定年退

職を含む）の場合には、120日以上勤務の場合には30日

分、１年以上勤務の場合には90日分といったように勤続

期間に応じて解雇手当（Lakchang）を支払う必要がある。

　有期の雇用契約については、定めた契約期間満了時に

事前通知を要することなく終了するが5）、この場合にお

いても、勤続期間に応じて解雇手当を支払う必要があ

る。また、契約期間満了前に事業主都合により終了する

場合も勤続期間に応じた解雇手当を支払う必要がある。

なお、臨時的業務など解雇手当の支払いを免れる有期雇

用を一定の場合に限定している。さらに、近年は物の製

造の業務では、特段の理由がなく有期の雇用契約を行う

ことは認められなくなってきている。

　また、解雇にあたっては、使用していない年次休暇に

対応する賃金も支払わなければならない。

（5） 出産・育児休暇制度

　出産休暇は90日の範囲内で取得可能で日本のように

産前産後の別はない。この期間の賃金については、45日

間を超えない範囲内で通常の賃金が払うものとされて

いる。

　タイの女性の労働力率はASEANでもトップクラスで

あり、結婚、出産、育児のために仕事を辞めるという考

え方がないためか、出産前日まで仕事をし、45日程度で

職場に戻る者が多く、最大限休暇を取得する者はあまり

いないとされる。

　有給の避妊手術休暇制度もある。

（6） 労災保険制度

　労働者の業務上の負傷、疾病、死亡に対しては使用者

がその補償義務を負うが、その支払いを確保することを

■５）なお、民商法典には、有期の雇用契約終了後、労働者がさらに勤務を継続し、かつ使用者がこれを知りながら異議を述べなかった場合、同一の条
件で新たに雇用契約が締結されたものと推定されるとの規定がある（第581条）。
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ることができる。法人格の取得等に際してはいずれも労

働省への登録が必要である。

　2010年８月現在、登録されている労働組合は1,266、労

働組合連盟は18、労働組合協議会は12である。

　おもなナショナルセンターとして、全国民間産業労働

者会議（NCPE）、国営企業労働連盟（SERC）、タイ労

働会議（LCT）、タイ労働組合会議（TTUC）がある。

　ナショナルセンターの統合はたびたび議論されるも

のの、現在のところ見通しは立っていないが、ITUC（国

際労働組合連合）アジア太平洋地域組織のコーディネー

トにより、2008年１月にタイ国内の４ナショナルセン

ターによってITUCタイ評議会が結成された。

　タイでは、2011年７月下旬からの豪雨により、中部地

方を中心として、10月初めから各地で洪水が発生し、家

屋の損壊、農地の水没等が発生し、200万人を超える被

災者数となる被害が生じた。（うち、死者594名、行方不

明２名。（11月18日現在））

　タイ労働省では、洪水被害を受けたが、労働者を解雇

していない企業に対し、労働者１人につき、月2,000バー

ツ（約5,060円）の補助金を最長３ヶ月間支給するプロ

ジェクト（「雇用終了防止プロジェクト」）を11月に開始

した。対象となる企業の要件は以下のとおり。

 • ７日間以上の洪水被害に遭い、１ヶ月以上の休業を

余儀なくされていること

 • 事業を再開するまでの当分の間（３ヶ月間を超えな

い期間）、洪水被害を理由に雇用契約を終了しない

５ 最近の動向 ..... . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .

 ｃ 使用者団体

　使用者団体の協議会は、2008年１月現在12団体あり、

意見の違いから分裂を繰り返している。代表的なものと

して、1976年に設立されたタイ経営者連盟（ECOT：

Employer’s Confederation of Thailand）、1994年設立

のタイ貿易産業使用者連盟（ECONTHAI：Employers’ 

Confederation of Thai Trade and Industry）がある。

 ｄ 労働争議の発生件数等

　これまで労使関係は比較的安定してきたが、2009年末

の賃金改定・ボーナスに関する交渉においては日系企業

においても多くの企業で労使紛争が広範に発生した。

こと

 • 休業の間、労働者に賃金の75％以上を支払っている

こと

　また、社会保険に関する保険料について、使用者負担

分を2012年１月から６月までは、賃金の５％から３％

に、また同年７月から12月までは同じく４％に、それぞ

れ引き下げることとした。

　さらに、事業主に対する復旧資金の貸付を2012年１月

１日から実施する。初めの３年間の貸付金利は３％（無

担保の場合は５％）、貸付額の上限は従業員数で異なり、

最大400万バーツ（約1,012万円）である。

出典：2009～2010年海外情勢報告、日本国外務省、JETRO

「通商弘報」

〈表3-10-8〉労働争議の発生件数
（件、人、日）

年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

労働争議
件数 97 123 87 80 100 57 119

参加者数 43,801 76,210 29,111 32,807 48,069 57,485 43,778

ストライキ
件数 1 1 3 2 2 4 2

参加者数 1,700 93 348 900 183 1,000 456
労働損失延日数 5,100 372 2,112 24,000 1,323 12,678 2,094

資料出所：タイ労働省



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 15%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile ()
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


